
                                      
女性国家公務員の採用・登用の拡大等に関する指針 

 
 

平成２３年１月１４日 
人企－１４人事院事務総長通知  

 
 １ 基本的な考え方 

 
(1)男女共同参画社会の実現は、男女を問わずその能力を最大限活用することにつなが
り、21世紀の我が国社会が、少子高齢化、社会経済の成熟化などの変化に対応し、
豊かで活力ある社会を目指していく上での最重要課題の一つである。とりわけ、政
策・方針決定過程への男女共同参画の推進は、男女共同参画社会の実現の基盤をな
すものであり、国は女性国家公務員の採用・登用の拡大に率先して取り組む必要が
ある。 
本人の意欲と能力に基づく「実質的な男女平等」の実現は、多様な人材の確保・

育成・活用という公務員人事管理の改革を促進するものであるとともに、勤務環境
の整備等を図りつつ、取組を推進していくことは、全ての職員が働きやすく、持て
る能力を最大限に発揮できる活力ある職場づくりにつながるものである。 

 
(2)このような考え方に基づき、人事院は、国家公務員法に定める平等取扱の原則及び
成績主義の原則の枠組みを前提としつつ、各府省が、「積極的改善措置」により女
性国家公務員の採用・登用の拡大を図り、男女間の格差を計画的に解消していくこ
とを目指して平成13年に初めて「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」
を策定した。この10年で女性の採用については一定の拡大は図られたが、採用拡大
に比べ登用拡大が進んでいないことに留意し、取組を強化していく必要があり、今
般、男女共同参画基本計画が見直されたことを契機に、「女性国家公務員の採用・
登用の拡大等に関する指針」（以下「指針」という。）を策定するものである。 

 
(3)人事院は、各府省が本指針に基づく施策を実施していくに当たって、仕事と生活の
調和のための必要な支援策等の施策の推進に努めるとともに、各府省の実施状況の
把握に努めることとしている。各府省は、改めて現状を分析し、勤務環境の整備等
を図りつつ、性別にかかわらず、職員の能力、実績に基づいて任用し、女性国家公
務員の採用・登用の拡大に取り組む必要がある。 

また、職員自身も、男女共同参画の実現に向けての意識と意欲を持つことが求め
られている。 

 
 ２ 計画の策定 
 

各府省は、平成27年度（2015年度）までの目標を設定した「女性職員の採用・登用
拡大計画」（以下「計画」という。）を策定するとともに、職員への周知に努める。
計画は、女性職員の採用・登用状況を把握し、現状分析を行い、採用拡大に比べて登
用拡大については一層の努力が必要であることを踏まえつつ、府省全体及び部局等の
適切な区分について、目標、目標達成に向けての具体的取組等を定める。 

 
 ３ 採用の拡大 
 

(1)各府省は、女性の採用の拡大について、目標を設定し、目標達成に向けての具体的
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取組を定める。その際、目標の設定に当たっては、採用試験の種類や区分ごとの合
格者に占める女性の割合にも留意するとともに、できる限り具体的なものとするよ
う努める。 
各府省は、試験採用者に加え、選考採用者（任期付採用者、民間企業からの交流

採用者を含む。）においても、女性（中途退職した有為の者を含む。）の積極的な
採用に努める。その際、専門的な知識経験や管理的又は監督的能力を有すると認め
られる女性の採用に努める。 

 
(2)各府省は、採用時の配置について、男女で偏りがないよう配慮するものとする。 
 
(3)人事院及び各府省は、協力しつつ、有為の女性を公務に誘致するための多様で実効
性のある募集、啓発活動を積極的に推進する。その際、計画の内容や女性職員の活躍
状況を示すなどして、各府省が女性の採用・登用拡大に積極的に取り組んでいること
の紹介にも努める。 

 
 ４ 登用の拡大 
 

(1)各府省は、女性職員の登用の拡大について、目標を設定し、目標達成に向けての具
体的取組を定める。その際、目標の設定に当たっては、職務段階、部局等適切な区
分を念頭に置いて目標設定を行うこととし、目標ごとに達成のための方法を検討す
る。特に、昇任・昇格前の在職者に占める女性職員の割合にも留意するとともに、
できる限り具体的なものとするよう努める。各府省は、意欲と能力のある女性職員
の積極的な昇任・昇格に努める。また、職員自身についても目的意識を持って積極
的な行動をとることが望まれる。 

 
(2)各府省は、意欲と能力のある女性職員の登用促進に向けて、人事評価制度の活用等
による能力・実績主義による適材適所の人事配置の徹底など人材の育成・活用を図
る。また、これまでの登用基準や運用について、改めて登用を阻害する要因がない
か見直しを図るとともに、転勤自体の必要性の見直し・縮減の可能性、キャリア・
パスの多様化等についても検討を行う。 

 
(3)各府省は、人事院及び各府省の実施する業務研修、登用に資することを目的とした
研修等へ意欲と能力のある女性職員を積極的に参加させる。その際、研修の対象と
なり得る職員に占める女性職員の割合にも留意することとする。特に、Ⅱ種・Ⅲ種
等採用女性職員の登用推進に向けて、各府省の計画的育成者等を対象とした行政研
修特別課程に女性職員を積極的に参加させるものとする。 

 
(4)各府省は、女性職員の意識・意欲の啓発・増進及び能力向上のための研修の実施に
努めるとともに、人事院の実施する女性職員の意識・意欲の啓発・増進又は能力向
上のための研修への参加機会の確保に努める。 

 
(5)各府省は、職員の意欲と能力の把握に努めつつ、職員への職務経験の付与に当たっ
ては適切な指導・育成を、付与後においては必要な支援を行い、男女で偏りがない
よう配慮するものとする。 

 
(6)各府省は、女性職員に助言、指導するメンターの導入やキャリア相談に応じる相談
担当者を置くなど、女性職員の登用に資する取組を推進するよう努める。人事院は、
メンターの導入の手引を示し、メンター養成研修を実施するなど、必要な支援を行

- 21 - 

 



うものとする。 
 
 ５ 勤務環境の整備等 
 

(1)各府省は、女性職員の採用・登用の拡大を図るため、仕事の進め方の見直し及び意
識の改革を推進し、女性職員、男性職員共に働きやすい勤務環境の整備に努める。 

 
(2)各府省は、管理職員をはじめ全職員を対象に、男女共同参画の実現に向けて性別役
割分担意識の改革を含めた意識啓発に努める。また、そのための研修等の実施に努
める。 

 
(3)各府省は、人事院の実施する男女共同参画の実現に向けての意識啓発を推進する研
修等への職員の参加機会の確保に努める。 

 
(4)人事院は、仕事と生活の調和のための必要な支援策等の推進に努める。 
 各府省は、仕事と生活の調和のため一層の環境整備に努め、育児休業をはじめ、
仕事と育児・介護の両立支援制度について、広く活用促進に努める。 

 
(5)各府省は、育児休業中の職員の円滑な職務復帰に資するため、これら職員に対して
知識・技能等の維持・向上のための研修・説明会等への参加、情報提供、復帰後の
キャリア形成などについて配慮するものとする。 
 

(6)各府省は、官署を異にする異動を命ずる場合において、それにより子の養育又は家
族の介護を行うことが困難となることとなる職員がいるときは、その状況に配慮す
るものとする。 

 
 ６ 推進体制 

 
(1)各府省は、「女性職員の採用・登用拡大担当者」（以下「担当者」という。）を官
房人事担当部局及び部局等の適切な区分ごとに設置する。担当者は、人事担当責任
者又はそれに準ずる者とし、計画の策定及び実施並びに計画の点検・評価に実質的
に関与する。その際、官房人事担当部局の担当者は、部局等の各担当者と緊密な連
携を図ることとする。 

 
(2)人事院は、女性職員の採用・登用に関し、女性であることを理由とした差別的取扱
い等に関する苦情相談に応ずる。 

 
(3)女性職員の採用・登用の状況、計画の進捗状況に関する情報交換等の場として、各
府省人事担当課長からなる「女性職員の採用・登用拡大推進会議」を定期的に開催
する。 

 
(4)各府省は、本指針に基づく施策の実施、計画の点検・評価に努めるものとし、その
状況について、人事院は定期的に把握する。 
計画、計画の進捗状況、女性職員の採用・登用拡大の事例等について、人事院は

定期的に公表する。 
 

(5)本指針は、各府省における女性職員の採用・登用の拡大の進捗状況、我が国の雇用
状況・雇用環境の変化等を踏まえ、必要な見直しを行うものとする。 
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